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1. はじめに 
 
 交通行動を理解するために，世帯属性の変化や人生の

節目等（ライフコースイベント）に着目した研究が行わ

れている 1)-5)．交通施策の多くは人々の交通行動の変化を

促すものである一方，個々人の交通行動は，習慣等によ

り，外的な環境変化に対してもなかなか変化しないこと

が明らかとなっている 6)．世帯属性の変化は，人々が自

らの交通行動を見直すきっかけを与えるものとして捉え

られており，これまでの研究では，結婚，引越し，子供

の誕生，職業の変化，就業場所の変化，等々の世帯属性

の変化が交通行動の変化に及ぼす影響について分析が行

われている． 
 これらの世帯属性については，従来から交通行動分析

に用いられてきたものであるが，伝統的な交通行動モデ

ルは世帯属性の状態が交通行動（の状態）に及ぼす影響

を表す静的モデルが主流であった．これに対して，パネ

ルデータを用いた動的モデルは世帯属性の変化が交通行

動の変化に及ぼす影響を捉えることが可能であり，近年

の世帯属性の変化に着目した分析は動的モデルの中でも

特に変化に着目した分析といえよう． 
 本研究では，交通手段選択等に大きな影響を与える要

因であり，交通行動の中でも特に変化の速度が遅い自動

車保有を分析対象として，結婚や子供の誕生，引っ越し，

就退職など，世帯の変化が自動車保有行動に及ぼす影響

を分析する．世帯属性の変化が交通行動の変化に及ぼす

影響を明らかにすることで，対象を絞った効率的な交通

施策の検討が可能となる．既に我が国では，転入者向け

トラベルフィードバックプログラムなど，世帯属性の変

化に着目した交通施策が実践されており 7)，より効率的

な被験者抽出等への適用が期待される． 
 
2. データの概要 
 
 本研究では，2005 年から 2006 年にかけて行われた甲

府都市圏パーソントリップ調査（以下，甲府PT）データ

を用いた分析を行う．甲府 PT では,通常の個人票および

世帯票を用いた本体調査に加えて，一部の被験者に対し

て自動車保有に関する自動車票および公共交通の利用実

態と意識に関する公共交通票を用いた付帯調査を実施し

ている．調査対象地域は図1 に示すように,甲府市を中心

とした6 市 6町 1村である． 
 本研究では，主に付帯調査の自動車票を用いた分析を

行う．有効回答票数は本体調査で43,024票，自動車票は

2,282 票となっている．自動車票に含まれる情報を表 1
に示す．本調査で特徴的な点として，現在保有している
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図 1 対象地域 

表 1 自動車票調査項目 
項目 内容 

現在の自動車保有

(保有台数分) 
車種，排気量，購入年，購入額，購入

時区分(新車／中古車)，低排出ガス車

認定有無，燃費 
保有車の利用状況

(保有台数分) 
1ヶ月の利用回数，主な利用目的，主

な利用者 
最近3年間に廃車

または手放した自

動車 

手放した年，車種，排気量，購入時区

分，購入年，購入額，低排出ガス車認

定有無，燃費 
最近3年間の世帯

変化 
子供の誕生，その他の同居人数増加，

同居人数減少，免許保有者増減，引越

し，通勤場所変化 
今後の自動車保有

意向 
保有台数削減意向有無，等 

 



自動車に関する情報に加えて，過去3年間に廃車または

手放した自動車に関する情報も収集していることが挙げ

られる．これにより，被験者世帯の過去3 年の自動車保

有の変化を回顧データとして得ることが可能となってい

る．さらに，同じく過去 3年間について世帯属性の変化

の有無を併せて調査している．これより，過去 3年間の

自動車保有の変化と世帯属性の変化との関係の分析を可

能としている．ただし，本調査で得られるデータは被験

者の記憶にたよった回顧データであるため，記憶違いや

報告漏れなどデータの信頼性に注意する必要がある． 
 以上の甲府 PT データに加えて，本研究では，交通環

境が自動車保有行動に及ぼす影響を分析するために，自

宅から最寄り駅までの距離，最寄りバス停までの距離，

最寄りバス停のバス頻度について独自に整理したデータ

を用いた分析を行う． 
 
3. 基礎集計結果 
 
 はじめに，自動車票データを集計した結果，自動車保

有台数については，調査時点の平均が世帯あたり1.90台
となり，自動車検査登録情報協会が公表している山梨県

の平均保有台数 1.54台と比較しても多くなっている．た

だし，調査データには業務目的で使用されている自動車

が相当数含まれており，これを除けば平均保有台数は

1.60 台と前述の公表値と近い値となる．一方，調査の 3
年前の平均保有台数は 1.67 台と計算された．3 年間での

増加台数が平均で0.23台と非常に大きくなっている．ま

た，3 年間で増車した世帯は全体の 23%であるのに対し

て減車した世帯は3.4%に過ぎなかった．地方都市におけ

る自動車依存や複数台保有化が進んでいるのは事実だと

しても，回顧データの性質から，廃車または手放した自

動車に関する報告漏れの存在が危惧される．以上のよう

に，得られたデータは信頼性に若干の問題があるため，

以下の分析結果の解釈には注意が必要と思われる． 
 次に，3 年間の世帯の変化の発生率について集計した

結果を表2に示す．表より，通勤場所の変化が最も多く

発生していることや，免許取得や子供の誕生，就職，引

越しなど，従来の研究で自動車保有の変化に影響を与え

ると見られる世帯属性の変化についても3年間で5～7%
程度の発生率を持つことが分かる． 
 これらの世帯属性の変化がどの程度，自動車保有の変

化と相関を持つかについて，変化が発生した世帯を抽出

して自動車保有台数の増減をまとめた結果を図 2に示す．

図より，減車の発生に関しては，就業者である同居者が

減少した場合や免許保有者である同居者が減少した場合

に減車が行われている割合が高いことが分かる．カイ 2
乗検定を用いた検定においても，これらの世帯では有意

に減車が行われる確率が高いことが示された．一方，増

車の発生に関しては，就職や免許取得などが発生した世

帯で増車が行われている割合が高いことが分かる．これ

らは統計的にも有意となっている． 
 これらの世帯属性の変化と自動車保有台数の増減の関

係を表 2で示した各世帯属性の変化の発生率を合わせて

考えると，減車が行われる割合が高い，就業者である同

居者の減少や免許保有者である同居者の減少は，それぞ

れ 1.6%，3.2%でしか発生しておらず，平均的な世帯に比

べて減車が行われる割合の増加もそれほど大きくない．

一方で，増車が行われる割合が高い，就職や免許取得は

それぞれ5.4%，6.7%と高い割合で発生しており，平均的

な世帯に比べて増車が行われる割合の増加も大きいこと

が分かる．以上の結果は，減車に比べて増車の方が世帯

間の相違が大きいことを示している． 
 次に，交通環境が自動車保有行動に及ぼす影響を確認

するため，自宅から最寄り駅までの距離，最寄りバス停

までの距離，最寄りバス停のバス頻度と自動車保有台数

の増減との関係をまとめたものを図3～5に示す．自宅か

 
表 2 世帯属性の変化 

項目 発生世帯数 発生率 
子供の誕生 142 6.5% 
同居者の増加（免許有） 16 0.7% 
同居者の増加（免許無） 42 1.9% 
同居者の減少（就業者） 35 1.6% 
同居者の減少（免許有） 70 3.2% 
同居者の減少（免許無） 159 7.3% 
免許取得 146 6.7% 
就職 117 5.4% 
退職 61 2.8% 
通勤場所の変化 290 13.3% 
引越し 138 6.3% 
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図 2 世帯属性の変化別の自動車保有台数の増減 



ら最寄り駅までの距離と自動車保有台数の増減の関係を

示した図3より，増車，減車ともに最寄り駅までの距離

との関係は明確ではないことが分かる．一方，最寄りバ

ス停までの距離に関しては，最寄りバス停までの距離が

大きいほど増車，減車ともに発生割合が大きい傾向が見

られる．また，最寄りバス停のバス頻度に関しては，そ

れほど明確ではないものの，バス頻度が低いほど若干の

増車傾向が見られる． 
 これらの結果からは，交通環境が自動車保有台数の増

減に及ぼす影響はそれほど高くないと解釈できる，ただ

し，これらの交通環境と自動車保有台数との関係を集計

した結果，両者には相関があることが示されたため，全

く影響がないわけではない．交通環境が自動車保有台数

の増減に及ぼす影響は全ての世帯に対して一律ではなく，

世帯構成の変化などの主要因と組み合わされて相乗効果

を持つ可能性が考えられる．サンプル数が限られている

ため，クロス集計を進めても有意な結果を得ることは困

難であり，相乗効果等に関する検証はモデル分析によっ

て行う． 
 
4. モデル分析結果 
 
 本研究では，減車を行うか否か，および，増車を行う

か否かについて，それぞれ2 項プロビットモデルを構築

した．分析結果を表 3に示す．表中では，係数が正の場

合，変数値が大きくなるほど減車および増車を行う確率

が高くなることを示している．また，世帯属性の変化が

減車，増車をどの程度説明するかを確認するために，世

帯属性の変化を説明変数から削除したモデルも合わせて

推定した． 
 表より，世帯属性の状態としては，保有台数が多いほ

ど減車する確率が高く，増車する確率が低いことが示さ

れている．また，高齢世帯は増車する確率が低いこと，

免許保有者数が多いほど減車の確率が低く，増車の確率

が高いことなど，妥当な推計結果が得られていることが

分かる． 
 次に，世帯属性の変化に関しては，同居者の増加，免

許取得，就職によって増車の確率が高くなることが示さ

れた．また，免許保有者てある同居者の減少によって減

車の確率が高くなることが示された．これらは，基礎集

計結果と整合的な結果である．免許取得や就職といった

タイミングでモビリティ・マネジメント等の働きかけを

行うことによって自動車保有台数の増加を抑制できる可

能性が示唆される．また，引越しについては若い世帯の

みで減車の確率が高くなることが示された． 
 交通環境が自動車保有台数の増減に及ぼす影響に関し

ては，最寄り駅までの距離が減車確率に有意な影響を及

ぼすことが示された．一方で，増車に関しては，高齢世

帯のみに影響があるとの結果となった．また，最寄りバ

ス停のバス頻度は最年少の子供が小学生の世帯では増車

確率に影響を及ぼし，最年少の子供が 6才以下の世帯で

は減車確率に影響を及ぼすとの結果となった．これらの
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図 3 最寄り駅までの距離別の自動車保有台数の増減
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結果は，交通環境が自動車保有台数の増減に及ぼす影響

が世帯属性によって異なることを示している． 
 世帯属性の変化を説明変数から削除したモデルと最終

尤度を比較すると，増車，減車ともに世帯属性の変化の

導入によって有意に適合度が向上していることが分かる． 
 
5. おわりに 
 
 本研究では，甲府 PT データを用いた分析の結果，世

帯の変化が自動車保有の増減に及ぼす影響を確認した．

また，交通環境が自動車保有の変化に及ぼす影響を把握

するため，鉄道およびバスまでの距離と本数の影響を分

析した結果，交通環境が及ぼす影響は世帯構成によって

異なることを明らかとした．免許取得や就職時には増車

の確率が高くなるため，増車を抑制するような働きかけ

が，若い世帯の引越し時には減車の確率が高くなるため，

減車を促進するような働きかけが有効であると考えられ

る．これらの世帯に対してバス頻度の高い地域への引越

しを促すことも有効であることが示された． 
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表 3 モデル推定結果 
減車 増車 

世帯属性の変化の導入 有 無 有 無 
定数項 -2.586  -2.524  -0.718  -0.718  
保有台数 0.639** 0.599**  -0.734**  -0.708** 
高齢世帯（65才以上のみ）   -0.766**  -0.794** 
同居者の増加   0.408*   
免許保有人数 -0.291** -0.229**  0.615**  0.651** 
免許取得   0.764**   
免許保有者である同居者の減少 0.796**    
就職   0.495**   
農業従事者のいる世帯   0.799**  0.714** 
引越し×（世帯主が 40 才未満で子供無しの夫婦世帯か最年少の子

供が 6 才以下の世帯） 
0.907** 

   

最寄り駅までの距離 -0.101*  -0.098*    
最寄り駅までの距離×高齢世帯   0.120*  0.122*  
最寄りバス停のバス頻度（/1000）×最年少の子供が小学生の世

帯 
  -2.362*  -2.756** 

最寄りバス停のバス頻度（/1000）×最年少の子供が 6 才以下の世

帯 
0.260*  0.291**    

最寄りバス停のバス頻度（/1000）×免許取得   -2.037**   
サンプル数 1849 2172 
L(C) -338.7 -1171 
最終尤度 -224.7 -232.8 -928.6 -954.9 
* p < 0.05, ** p < 0.01 
 


